育児・介護休業等に関する規則の規定例　簡易版
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平成24年7月1日より改正育児・介護休業法が100人以下企業にも全面適用になり、全ての企業で以下の①～⑪の制度を就業規則に規定することが必要となります。次ページ以降を規定整備にご活用ください。　　　　　　　　　　　　　　　　
	制　　度
	平成22年6月30日施行
	この規定例での条項

	
	
	100人以下企業
	

	①育児休業
	改正必要
	改正必要
	第1条

	②介護休業
	改正なし（規定化は必要）
	第2条

	③子の看護休暇
	改正必要
	改正必要
	第3条

	④介護休暇　　
	新設
	平成24年7月1日より施行
	第4条

	⑤育児所定外労働の免除
	新設
	平成24年7月1日より施行
	第5条

	⑥育児時間外労働の制限の制度
	改正なし（規定化は必要）
	第6条

	⑦介護時間外労働の制限の制度　
	改正なし（規定化は必要）
	

	⑧育児深夜業の制限の制度
	改正なし（規定化は必要）
	第7条

	⑨介護深夜業の制限の制度　
	改正なし（規定化は必要）
	

	⑩育児短時間勤務の措置
	改正必要
	平成24年7月1日より施行
	第8条

	⑪介護勤務時間の短縮等の措置
	改正なし（規定化は必要）
	第9条



· この規定例は、簡易版のため、記載を省略した内容があります。　　　

（例えば、労使協定締結を条件に制度の対象者を除外する規定など。ただし改正により配偶者が
育児に専念できる場合の除外はできません。）
◆　より詳細な規定については下記のホームページをご覧になるか資料を請求してください。
厚生労働省ホームページ：　http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/ryouritu/index.html
  資料請求・問合せ先：　岩手労働局雇用均等室　ＴＥＬ０１９－６０４－３０１０　　
◆「規定例第10条（給与等の取扱い）」について
　勤務しなかった日数・時間を働かなかったものとして取り扱うことは差し支えありませんが、勤務しなかった日数等をこえて働かなかったものとして取り扱うことは、不利益取扱いとして法で禁止されています。　　　　　　　


岩手労働局雇用均等室
規定改正のポイント





育児・介護休業法のポイント








１．育児休業、介護休業、子の看護休暇等の諸制度の申出又は取得をしたこと等を理由として、


解雇その他の不利益取扱い（※）をすることは、育児・介護休業法で禁止されています。


２．妊娠又は出産したこと、産前産後休業や、妊娠又は出産に起因する能率低下などを理由と


して不利益取扱いすることは、男女雇用機会均等法で禁止されています。


３．期間雇用者でも、今後働き続けることができると見込まれる一定の範囲であれば育児休業、介護休業をすることができます。





解雇その他の不利益取扱い　とは


①解雇　②契約の更新をしないこと　③正社員からパートなどの非正規社員への労働契約の変更を強要すること　④降格　⑤減給　⑥不利益な賞与算定　⑦昇進昇格にかかる不利益な人事考課の評価　⑧不利益な配置変更　⑨就業環境を害すること　など





規定例使用上の留意事項
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